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<要  約>  

企業の社会的責任と業績の関係が注目されているが，従業員の効率性との関係について，あまり議論されて

いない。また，企業の社会的責任の理論的根拠として用いられるステイクホルダー理論は，潜在的ステイクホ

ルダーを考慮していない。本研究は潜在的ステイクホルダーの視点を加味し，企業の社会的責任における道徳

次元と従業員の効率性の関係を探求する。本研究は，顕在的従業員が認知する企業の道徳次元，つまり顕在的

従業員に対する道徳的行動と顕在的従業員が抱くレピュテーションが高いほど，取引コストが節約でき，従業

員の効率性が高くなる。そして，潜在的従業員は顕在的従業員と意見交換する場が多いため，潜在的従業員が

企業に対して抱くレピュテーションが，顕在的従業員が抱くレピュテーションや顕在的従業員に対する道徳的

行動と効率性との関係を強めると主張する。上場製造業 280社を分析した結果，顕在的従業員が抱くレピュテ

ーションや顕在的従業員に対する道徳的行動は，従業員の効率性と正の関係にあることが示された。また，潜

在的従業員が抱くレピュテーションは顕在的従業員に対する道徳的行動から従業員の効率性へ与える影響を強

めることも示された。 
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1. はじめに 

19世紀以来，経済発展と企業の規模拡大にともない，企業の社会的責任が議論されるようになっ

てきた。日本では，1990年代に企業の社会的責任（CSR, Corporate Social Responsibility）の研究が

広く行われるようになり，「良き企業市民」という概念が注目されるようになっている（岡本，古

川，佐藤，馬塲，2012）。また，実務においては CSRは企業にベネフィットをもたらすか否かが注

目を集めている。一方，CSRの研究においても，企業の社会的責任の遂行と企業業績との関係が，

ステイクホルダー論，企業のソーシャルパフォーマンス論（CSP，Corporate Social Performance），戦

略的 CSR論など多様なアプローチのもとで議論されていたが（Porter and Kramer, 2011; 松野，堀

越，合力，2006），両者の関係が正なのか負なのか，線形関係なのか非線形関係なのか，明確な結論

には至っていない（Friedman, 1970; Freeman, 1984; Barnett, 2012）。 

こうした既存研究では，企業が社会的責任の活動を実施すると，従業員のモラールの向上や効率

性の向上のような，ステイクホルダーからのプラスのフィードバックがもたらされることが前提と

されているが，これらのミクロレベルの前提が成り立つのか，まだ十分な実証がなされていない

（Powell and Colyvas, 2008）。とりわけ，従業員は日本企業においては，最も重要なステイクホルダ



ーと考えられてきた。従業員の効率性が企業の業績に与える影響は大きいと指摘されており

（Lawler, 1992），企業の社会的責任と従業員の効率性の関係に関するミクロレベルの分析の必要性

は高まりつつあると思われる（Aguilera, Rupp, Williams and Ganapathi, 2007）。 

一方，既存研究においては，企業の社会的責任を論じる際の理論的根拠としてステイクホルダー

理論が用いられてきた。企業は社会的責任ある行動をとると，その企業に対するステイクホルダー

のレピュテーションが高くなり，その結果，企業の業績は高くなることが明らかとなっている

（Wang and Berens, 2015）。また，企業の社会的責任ある行動を通じて，ステイクホルダーはその企

業に対して好意を抱き，積極的に支援しようと試みるようになる（McWilliams and Siegel, 2000）。

しかし，既存研究においては，潜在的ステイクホルダーに関しては十分な議論がされてこなかった

（Mitchell, Agle and Wood, 1997）。 

実務において，企業は，潜在的ステイクホルダーと顕在的ステイクホルダーの両方に同時に対応

しなければならない。とりわけ，従業員に着目すると，現在の日本企業において，2014年採用時期

の後ろ倒しによる採用競争激化や雇用難にあたって（服部，2014），企業の潜在的従業員への対応

に関する研究の重要性が指摘されている。こうした点を鑑み，本研究では従来のステイクホルダー

論に潜在的ステイクホルダーの視点を加味し，企業の社会的責任と従業員の効率性の関係の解明に

むけた実証的研究を行うことを目的とする。とりわけ，①企業は企業の社会的責任を重視するほど，

従業員の効率性が高くなるか，②潜在的従業員はどのように従業員の効率性に影響を与えるかを明

らかにすることを具体的課題とする。本研究は企業の業績として従業員の効率性を考慮するので，

従業員の効率性を顕在的従業員の効率性に限定する。 

2. 企業の社会的責任とステイクホルダー 

(1) 企業の社会的責任とステイクホルダー論の全体像 

企業の社会的責任を論じる際，ステイクホルダー論は重要な理論根拠の 1 つを示す（Freeman, 

1984）。図 1 は企業の社会的責任とステイクホルダー理論の全体像を示したものである。縦軸は企

業の社会的責任である。具体的には，経済的責任，法的責任，倫理的責任に分けられている（Carroll, 

1979）。この軸は企業として，何をすべきかという質問への回答を示す。横軸はステイクホルダー

の軸であり，従業員，投資家，消費者，政府など，誰に対する企業の社会的責任であるかという問

いへの回答を与える（Clarkson, 1995）。縦軸の経済的責任は，企業が経済主体として，社会に必要

な商品やサービスを製造・提供しながら利益を上げることである（Carroll, 1979）。倫理的責任と法

的責任は，それぞれ明文化された，ないし明文化されない道徳的責任として議論されており（Carroll, 

1991），本研究ではこれらを道徳的責任と呼ぶことにする。すなわち，本研究では道徳的責任を，

ステイクホルダーに対し，法律を遵守した上で，危害を加えず，思いやりを持ち，正当（公正・公

平・正直・誠実）に対応する責任であると定義する（Carroll, 1987; 1991）。近年，水戸知的障害者虐

待事件，アールエフの不当な解雇などの従業員に対した企業不祥事が発生しており，従業員に対す

る企業の道徳的責任への関心は高まりつつある（水戸事件のたたかいを支える会，2006; 福富，



2013）。したがって，本研究では道徳次元に焦点を当て，従業員に対する道徳次元はどのように従

業員の効率性へ影響を与えるかを明らかにすることを具体的分析課題とする。 

             

図１: 企業の社会的責任とステイクホルダー 

 

(2) ステイクホルダー論 

ステイクホルダーは「利害関係者」と呼ばれ，企業との間に相互に影響しあう集団・組織・諸個

人である（Freeman, 1984; Carroll and Buchholtz, 2012）。ステイクホルダーには，従業員，顧客，政

治的グループ，投資家，政府，供給業者，業界団体，地域社会が含まれる （Freeman, 1984）。本研

究で焦点を当てたステイクホルダーの 1 つである従業員は企業の生存と大きく関わりを持つ一次

ステイクホルダーであり（Clarkson, 1995），キーステイクホルダーと呼ばれる（Freeman, 1984）。す

なわち，従業員はステイクホルダーとして企業への影響力が大きいといえる。また，企業のステイ

クホルダーに対する行動は，基本的に従業員を経由して行われるので，従業員は他のステイクホル

ダーと比べて特別な位置を占めている（Park and Ghauri, 2015）。既存研究では，潜在的従業員を大

まかに地域社会に所属させている。その結果，潜在的従業員に関しては十分な検討が行われてこな

かった。例えば，潜在的従業員の存在や潜在的従業員が顕在的従業員へ与える影響を考えずに分析

したり（Ni, Qian and Crilly, 2013），潜在的従業員と顕在的従業員の違いを考慮せずに分析している

研究が存在する（Jones, 1995; Clarkson, 1995）。しかし，企業の業務プロセスによって潜在的従業員

にも影響が及ぼされることを考慮すると，企業は潜在的従業員と顕在的従業員の両方を考慮した経

営をしなければならない。よって，本研究では潜在的従業員の視点を加味し，従業員に対する企業

の社会的責任における道徳次元と従業員の効率性との関係を解明する。本研究は顕在的従業員を企

業と雇用契約を締結している諸個人と定義する。一方，潜在的従業員を現時点で企業と雇用契約を

締結していないが，雇用契約を交渉している，或いは雇用契約を締結する可能性がある諸個人と定

義する。 

3. 取引コスト理論 

前節では，潜在的従業員と顕在的従業員の違いは企業との雇用契約の差にあると論じた。企業と

ステイクホルダーの間の利害関係を区別できるのは契約である（Eisenhardt, 1989）。契約は企業とス
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テイクホルダーとの間の約束である（William and Freeman, 1988）。この契約プロセスを分析する上

では取引コストという考えが用いられてきた（Coase, 1937）。また，企業の社会的責任と企業の業

績の関係を説明する上で，取引コストは重要な理論根拠の 1 つであり（Cheng, Ioannou and Geogre, 

2014），取引コストを節約することで，企業は効率性を高めることができる（Jones, 1995）。よって，

本論文では潜在的従業員の観点を加味し，取引コストを切口として（Williamson, Wachter and Harris, 

1975），企業の社会的責任における道徳次元と従業員の効率性の関係を探る。 

取引は経済的契約に関わる活動・経済的資源を交換する関係（Exchange relationship）である

（Williamson, 1981, 1984, 1985）。取引コストは物理的システムにおける摩擦のような（Williamson, 

1985），経済取引を行うときに発生するコストであり（Niehans, 1987），非効率な経済活動を引き起

こすものである（Roberts and Greenwood, 1997）。この理論では，情報不完備と機会主義の存在が仮

定されている。機会主義は，自分の利益のために，他人に危害を加えることを示している（Jones, 

1995）。契約は契約者双方の機会主義の行動を抑止するために，取引コストを発生させる。契約し

た双方が契約を実行する時，発生する取引コストは，契約不完備による適応，論争コスト，紛争解

決システムの運営，監督と約束コストに分けられている（Williamson, 1975, 1985）。そして，取引コ

ストが高いほど，経済活動の効率は低くなる。 

企業で業務に従事している従業員は，企業が機会主義的行動を取る可能性が高いという認識を持

っている場合，下記の行動を取る可能性が高くなる。第一に，契約を履行する際，顕在的従業員は

契約不完備による問題に対し，自身が契約に適応するのではなく，企業に適応させようとする

（Robinson, 1996）。この結果，契約不完備による適応という取引コストが高まり，従業員のやる気

がなくなることによって，効率性が低下する。 

第二に，従業員は企業の行動や政策に対して，非難したり，上司に口答えしたりすることもある

（Kickul, 2001）。それゆえ，企業のこれらの問題に対処するために必要な時間は膨大なものとなる。

こうした課題や紛争が十分解決できない場合，従業員に不満が生じ（Edmans, 2012），非効率な行動

が増える。 

最後に，企業に対する信頼が低い場合，従業員は企業を監視し過ぎたり，企業の行動が自分の利

益を損なう可能性があるかを考えすぎる可能性が高まる（Monitor for information）（Berger, 1979; 

Morrison and Robinson, 1997）。この結果，監督コストという取引コストが高まり，従業員は注意散

漫によって，効率が低くなる。 

4. 企業の道徳次元と取引コスト 

(1) 企業の道徳次元 

本研究では企業の道徳次元を，企業が道徳的責任を果たす行動をしていることと（道徳的行動），

企業が道徳的責任を果たすためにしてきたことに対するレピュテーションの総合であると定義す

る（Frank, 1988; Jones, 1995）。レピュテーションは特定のステイクホルダーグループが企業に対し

て行う知覚評価である（Fombrun, 1996; Wang and Berens, 2015）。この評価の内容に関しては，企業



がどのぐらいステイクホルダーの期待を満たすかに依存する（Lange, Lee and Dai, 2011）。取引コス

ト論では，従業員が抱くレピュテーションは企業の過去の機会主義行動を反映し，それがステイク

ホルダーの間で共有されると述べている（Williamson, 1985）。また，評価者としているステイクホ

ルダーグループのメンバー同士の間でも，企業との利害関係が違うので（Fassin, 2012），企業の情

報の収集や評価の仕方なども違う。これによって，各ステイクホルダーグループが抱くレピュテー

ションは違う（Walsh and Beatty, 2007; Wang and Berens, 2015)。顕在的従業員は企業と契約した企業

の内部者であることに対し，潜在的従業員は企業と契約していない企業の外部者である。よって，

顕在的従業員が抱くレピュテーションと潜在的従業員が抱くレピュテーションは異なる。顕在従業

員に対する道徳的行動は自発的に道徳的責任を果たす政策・制度・仕組・手順・活動などである

（Carroll, 1991; Berrone, Surroca and Tribo, 2007）。 

(2) 顕在的従業員が抱くレピュテーション・顕在的従業員に対する道徳的行動と取引コスト 

顕在的従業員は，レピュテーションと企業の道徳的行動両方で企業を認知する。例えば，顕在的

従業員は企業の休暇制度や残業制度などに恵まれながら，企業の道徳次元が高いと思う。しかし，

一人の従業員は企業のすべての状況を把握することができない。企業の過去の不当な解雇のような

自分で体験できないことは，回りの顕在的従業員からの評判によって判断する。企業は道徳次元が

高いほど，道徳志向で，自発的に機会主義の行動を低減するメカニズムを採用していると顕在的従

業員から認知され，信頼される（Gullett, Do, Canuto-Carranco, Brister, Turner and Caldwell, 2009）。よ

って，従業員との間の取引コストが節約され，従業員の効率性が高まる（Jones, 1995; Jones and Wicks, 

1999; Cheng et al., 2014）。 

企業の道徳次元が顕在的従業員へ与える影響は上記の取引コスト論だけではなく，心理的契約論

でも示唆されている。心理的契約は当該個人と他者との間の互恵的な交換について合意された項目

や状態に関する個人の信念である（Rousseau, 1989; 服部, 2013）。企業とその従業員と間に心理的契

約不履行が発生すると，従業員が企業のために働く上でのモチベーションが低下し，従業員の効率

性は低くなる（Bauman and Skitka, 2012）。道徳次元は心理的契約の規範 （Norm） と内容の一部で

あり（Kickul, 2001; 服部, 2013），道徳的行動は心理的契約の内容と示唆されている（岡本，2010; 

Gullett et al., 2009）。よって，企業の道徳次元が高いほど，顕在的従業員は心理的契約不履行なしと

判断し（Backhaus and Tikoo 2004），従業員の効率性が高くなる（Robinson, 1996; Morrison and Robinson, 

1997）。 

これらの分析を踏まえ，以下の仮説を設定した。  

仮説 1：顕在的従業員が抱くレピュテーションが高いほど，従業員の効率性は高くなる。 

仮説 2：顕在的従業員に対して道徳的行動をするほど，従業員の効率性は高くなる。 

(3) 潜在的従業員が抱くレピュテーションによる影響 

潜在的従業員は外部者なので企業から直接，情報を受け取る手段がないので，基本的にレピュテ

ーションによって企業を判断する（Wayne and Casper, 2012）。潜在的従業員が抱くレピュテーショ

ンはこの企業への就職や転職を希望する企業外部者の間に共有されているレピュテーションであ

る。一方，顕在的従業員が抱くレピュテーションはこの企業で働いている人々の間に共有されるレ



ピュテーションである。潜在的従業員も顕在的従業員もレピュテーションによって企業が道徳的主

体であるか否かを判断する。潜在的従業員が抱くレピュテーションは企業の外部者が企業に対し行

った評判として，顕在的従業員の組織アイデンティティを促進したり（Smidts, Pruyn and van Riel, 

2001），顕在従業員の仕事満足度（Helm, 2011），顕在的従業員のコミットメント（Helm, 2011），従

業員の効率性を向上させたりする（Backhaus and Tikoo 2004）。 

既存研究では，企業の道徳的責任と従業員の効率性の関係を分析する際，潜在的従業員の存在や

潜在的従業員が顕在的従業員へ与える影響をあまり考慮していない。しかしながら，潜在的従業員

と顕在的従業員は完全に独立している 2 つグループではなく，お互いにコミュニケーションするこ

とで相互に関係を持つ。そのような相互関係の 1 つは，企業の採用担当者という企業の顕在的従業

員と，就業希望者という企業にとっての潜在的従業員との間の関係である。潜在的従業員が就職を

希望する企業のレピュテーションが高いと認知する場合，採用を担当する顕在的従業員は，自分た

ちが潜在的従業員に信頼されていると感じるため（Gatewood, Gowan and Lautenschlager, 1993; Turban 

and Greening, 1996; Yu, 2014），その信頼に応えるよう雇用に関わる業務をスムーズに進めようとす

る可能性が高まる。その結果，顕在的従業員の効率性が高くなる（Chatman, 1989）。もう 1 つの相

互関係は，顕在的従業員と潜在的従業員とが交流する場の存在によって確認できる。例えば，大学

のゼミの OB・OG と現役生が交流する会合が挙げられる。OB・OG と現役生とが交流する場の場

合，まだ就業していない現役生のような潜在的従業員が認知する，OB・OGの勤務先に対するレピ

ュテーションが高いほど，OB・OGのような顕在的従業員は，信頼されたり，褒められたりするこ

とで，自分の勤める企業に対してより良い印象を抱く可能性が高くなる。 

よって，以下の仮説を設定した。 

仮説 3：潜在的従業員が抱く企業のレピュテーションは，顕在的従業員が抱くレピュテーショ

ンと従業員の効率性の関係を強める1）。 

仮説 4：潜在的従業員が抱く企業のレピュテーションは，顕在的従業員に対する道徳的行動と

従業員の効率性の関係を強める。 

5. 方法 

(1) データとサンプル 

本研究で用いるデータベースは，東洋経済 CSR 企業総覧と会社四季報，文化放送キャリアパー

                                                                 
1)関係性が強まるとは，潜在的従業員が抱くレピュテーションが一単位増えることでの従業員の効率性の変化量が

多く増加するようになることを意味している。統計学では，関係が強まるのはプラスに調整すると呼ばれることに

対し，関係性が弱まるのはマイナスに調整すると呼ばれる。顕在的従業員が抱くレピュテーションや顕在的従業員

に対する道徳行動が顕在的従業員の効率性へ与える影響は，潜在的従業員が抱くレピュテーションによって強化さ

れる。ここでは，顕在的従業員が抱くレピュテーションや顕在的従業員に対する道徳的行動は，顕在的従業員にと

って，直接的かつ定期に発生する内部要素であるが，潜在的従業員が抱くレピュテーションは，顕在的従業員にと

って，間接的かつ不定期に発生する外部要素である。本研究の目的である顕在的従業員の効率性について，内部要

素は外部要素からの影響を強めることはないので，顕在的従業員が抱くレピュテーションや顕在的従業員に対する

道徳行動が潜在的従業員が抱くレピュテーションから従業員の効率性へ与える影響を強めるという逆因果がないと

思われる。 



トナーズ就職情報研究所就職ブランドランキング調査，DODA 転職ランキング，VORKERS「社員

による会社評価」ランキング，日経 NEEDSである。 

東洋経済 CSR企業総覧は東洋経済新報社によって，2005年以降，毎年実施されている「CSR（企

業の社会的責任）調査」をもとに作成された企業の CSR 活動に関わるデータベースである。本研

究では CSR 企業総覧に記載している従業員に対する道徳的行動項目のデータを抽出した。就職ブ

ランドランキング調査は文化放送キャリアパートナーズ就職情報研究所が大学 4 年生を調査対象

としたアンケートに基づくランキングである。DODA 転職ランキングは株式会社インテリジェンス

が運営している転職サイトにおいて公開されているものである。VORKERS「社員による会社評価」

ランキングは，株式会社ヴォーカーズが運営している「在籍企業」に対する社員の評価点を収集す

る国内最大級クチコミサイトにて発表されている。日経 NEEDSに関しては，日本経済新聞社が提

供する企業の財務データを含む経済データベースである。本研究では，従属変数である従業員効率

性と統制変数を作成する際に，このデータベースを用いた。 

本研究は 2012年度日本の製造業のうち上場企業 280社に対し2），実証を行った。また，実証モデ

ルに時間の要素を考慮するため，独立変数と従属変数の間に 1 年間のタイムラグを加味した。 

(2) 変数 

従属変数である従業員の効率性に関して，既存研究では従業員 1 人当たりのアウトプットや成果

と定義されている（Olubunmi and Trahan, 2011）。本研究は，既存研究で広く使われている 1 人当た

りの売上高の指標を用いる（Huselid, 1995; Olubunmi and Trahan, 2011）。そして，売上高は業種によ

って大きく変化することを考慮したため，1 人当たりの売上高は業界平均値でマイナスした結果で

調整した（Schneider, Hanges, Smith and Salvaggio, 2003）。データは企業の単独ベースのものであり，

期間は 2012年度と設定した。 

独立変数は顕在的従業員が抱くレピュテーション，顕在的従業員に対する道徳的行動，潜在的従

業員が抱くレピュテーションと顕在的従業員が抱くレピュテーションの交互作用項，潜在的従業員

が抱くレピュテーションと顕在的従業員に対する道徳行動の交互作用項の 4 つである。顕在的従業

員が抱くレピュテーションには，VORKERS「社員による会社評価」ランキングから抽出した社員

評価ランキングの指標を用いる（Fombrun and Shanley, 1990; Yu, 2014）。このデータも 2011年のも

のである。 

顕在的従業員に対する道徳的行動は，本研究の定義と既存研究で道徳的行動を測定する項目を参

照し，東洋経済 CSR企業総覧に記載しているデータを添付 1 のようにスコア化し，主成分分析で

道徳的行動インデックスを作成した。道徳的行動インデックスを作成する上で用いたデータは，

2012年版 CSR企業総覧の 2011年のものである。人権尊重・差別禁止の方針，障害者雇用率，労働

安全衛生マネジメントシステムの構築，両立支援制度，従業員の満足度調査の 5 つ項目を用いて，

                                                                 
2)本研究ではまず日経 NEEDデータベースに基づき，2012年度日本の上場製造業リスト（1466社）を作成した。

後，東洋経済 CSR企業総覧に記載されている顕在的従業員に対する道徳的行動のデータ，文化放送キャリアパー

トナーズ就職情報研究所就職ブランドランキング，DODA 転職ランキング，VORKERS「社員による会社評価」ラ

ンキングの各データベースにも有効データのあるサンプルに限ると，302社になった。最後に，従属変数と統制変

数のデータの得られるサンプルに限ると，サンプル・サイズは 280社になった。 



主成分分析で道徳的行動インデックスを作成した（Carroll, 1991; Berrone et al., 2007; Olubunmi and 

Trahan, 2011）。結果として，固有値 1 以上，信頼性 α 係数 0.651になり，妥当性が許容できる水準

と見られる（村瀬，高田，広瀬，2007）。 

潜在的従業員が抱くレピュテーションは，文化放送キャリアパートナーズ就職情報研究所就職ブ

ランドランキング調査による取上げた就職ランキングデータと，DODA 転職ランキングデータベー

スから抽出した転職ランキングデータを用いた主成分分析によって作成した（Turban and Cable, 

2003; Yu, 2014）。就職ブランドランキングのデータは 2011年 12月 1 日から 2012年 1 月 15日の期

間の調査によるものである。一方，転職ランキングデータは 2011年 3 月 5 日から 2011年 3 月 6 日

の期間の調査によるものである。就職ランキングと転職ランキングによって潜在的従業員が抱くレ

ピュテーションの主成分を作成した結果は，固有値 1 以上，信頼性 α 係数 0.88になり，妥当性が

高いとわかる（村瀬他，2007）。 

従業員の効率性に影響を与える可能性のある他の変数は，既存研究より，前年度の従業員の効率

性，企業年齢（Vázquez, 2004），福利厚生レベル（Olubunmi and Trahan, 2011），従業員持株制度（Fang, 

Nofsinger and Quan, 2015），規模（McWilliams and Siegel, 2000; Vázquez, 2004），企業のリスク（Herriott, 

2004; Verwijmeren and Derwall, 2010），業種（Vázquez, 2004）が指摘されている。よって，前年度の

従業員 1 人当たり売上高，企業設立年数の対数値，従業員 1 人当たり福利厚生費，従業員持株比率，

従業員数の対数，負債比率（総負債/総資産），証券コード協議会の設定する業種コードを用いて，

統制変数を算出した。 

(3) 統計手法 

本分析では下記のモデルを採用し，OLS（最小二乗法）による重回帰分析を行った。 

Efficiency= Pr.R.β1 + Pr.P.β2 + Po.R.* Pr.R.β3 + Po.R.* Pr.P.β4+Controlβ5 +ε 

Efficiency：従業員の効率性 

Pr.R.：顕在的従業員が抱くレピュテーション 

Pr.P.：顕在的従業員に対する道徳的行動 

Po.R.：潜在的従業員が抱くレピュテーション 

Control：統制変数 

6. 検証 

(1) 実証結果 

表 1 は記述統計量と相関係数である。相関行列を見ると，すべての 2 変量の間で，相関係数は 0.6

以下である（Su and Tsang, 2015）。また，多重共線性を確認したところ，VIF5.00未満になる。よっ

て，多重共線性の問題が大きくないと判断した。 

表 2 は製造業に対し，OLSによる検証の結果を示している。モデル 1 は，統制変数だけを投入し

たモデルである。これを見ると，統制変数である前年度の従業員の効率性，福利厚生レベル，従業

員持株制度，規模は従業員の効率性へ影響を与える。モデル 2 はモデル 1 をベースに，顕在的従業 



表１:記述統計量と相関係数 

 変数 平均 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

1 従業員の効率性 0.000  0.454  1         

2 前年度の従業員の効率性 0.000  0.813  .489** 1        

3 企業年齢 7.573  0.011  .021 .124** 1       

4 福利厚生レベル 2.892  0.670  .101* .141** .226** 1      

5 従業員持株制度 2.934  0.694  -.233** -.057 .097* .070 1     

6 規模 6.903  1.456  .031 -.363** -.395** -.524** -.118** 1    

7 リスク 0.463  0.201  .039 .003 -.192** -.169** -.014 .201** 1   

8 
潜在的従業員が抱くレピ

ュテーション 
0.000  1.000  .267** .064 -.146** -.015 -.111* .347** .003 1  

9 
顕在的従業員が抱くレピ

ュテーション 
0.000  1.000  .140** -.146** -.213** -.135** -.111* .542** .058 .283** 1 

10 道徳的行動 0.000  1.000  .271** -.107 -.170** -.197** -.175** .508** .040 .423** .441** 

注：**. 相関係数は 1% 水準で有意 （両側） です。 
*. 相関係数は 5% 水準で有意 （両側） です。 

                                                                   

  
図２: 潜在的従業員が抱くレピュテーションは顕在的従業員が抱くレピュ

テーションと従業員の効率性の関係を弱める効果 

 
図３: 潜在的従業員が抱くレピュテーションは顕在的従業員に対する道徳

的行動と従業員の効率性の関係を強める効果 
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表２:製造業に対する重回帰分析 

変数 モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5 モデル 6 モデル 7 

前年度の従業員の効率性 0.32  ＊＊＊ 0.31  ＊＊＊ 0.31  ＊＊＊ 0.31  ＊＊＊ 0.33  ＊＊＊ 0.31  ＊＊＊ 0.34  ＊＊＊ 

(0.02)  (0.02)  (0.03)  (0.03)  (0.02)  (0.03)  (0.03)  

企業年齢 1.73   1.98   5.39  ＊ 5.51  ＊ 1.90   5.47  ＊ 5.18  ＊ 

(1.70)  (1.69)  (2.54)  (2.55)  (1.58)  (2.55)  (2.38)  

福利厚生レベル 0.19  ＊＊＊ 0.17  ＊＊＊ 0.15  ＊＊ 0.15  ＊＊ 0.15  ＊＊＊ 0.15  ＊＊ 0.12  ＊＊ 

(0.03)  (0.03)  (0.05)  (0.05)  (0.03)  (0.05)  (0.04)  

従業員持株制度 -0.11  ＊＊＊ -0.11  ＊＊＊ -0.11  ＊＊ -0.11  ＊＊ -0.09  ＊＊＊ -0.10  ＊＊ -0.09  ＊ 

(0.02)  (0.02)  (0.04)  (0.04)  (0.02)  (0.04)  (0.03)  

規模 0.14  ＊＊＊ 0.11  ＊＊＊ 0.08  ＊＊ 0.07  ＊ 0.13  ＊＊＊ 0.08  ＊＊ 0.11  ＊＊＊ 

(0.02)  (0.02)  (0.03)  (0.03)  (0.02)  (0.03)  (0.03)  

リスク 0.03   0.04   0.02   0.02   0.04   0.03   -0.02   

(0.09)  (0.09)  (0.12)  (0.12)  (0.08)  (0.12)  (0.11)  

産業ダミー 含む 含む 含む 含む 含む 含む 含む 

潜在的従業員が抱くレピュテーション    0.04  ＊ 0.02   0.02   0.15  ＊＊＊ 0.04   0.07   

  (0.02)  (0.02)  (0.02)  (0.02)  (0.04)  (0.04)  

顕在的従業員が抱くレピュテーション   0.04  ＊   0.02   0.01     0.02   

  (0.02)    (0.03)  (0.02)  0.00   (0.03)  

顕在的従業員に対する道徳的行動     0.11  ＊＊＊ 0.11  ＊＊＊   0.11  ＊＊＊ 0.09  ＊＊ 

    (0.03)  (0.03)    (0.03)  (0.03)  

潜在的従業員が抱くレピュテーション× 
顕在的従業員が抱くレピュテーション 

        -0.15  ＊＊＊   -0.16  ＊＊＊ 

        (0.02)    (0.02)  

潜在的従業員が抱くレピュテーション× 
顕在的従業員に対する道徳的行動 

          -0.02   0.07   

          (0.04)   (0.04)   

調整済 R2 36.35  ＊＊＊ 37.52  ＊＊＊ 45.39  ＊＊＊ 39.18  ＊＊＊ 39.03  ＊＊＊ 39.02  ＊＊＊ 47.15  ＊＊＊ 

R2変化量（モデル 1ベース）   1.17  ＊＊＊ 9.05  ＊＊＊ 2.84  ＊＊＊ 2.69  ＊＊＊ 2.68  ＊＊＊ 10.80  ＊＊＊ 

注：従属変数：従業員の効率性 
有意確率：0.1%***・1%**・5%*（備考欄には有意確率の値を補足する。） 
( )内は標準誤差 

有意確率：9% 



員が抱くレピュテーションを投入した。潜在的従業員が抱くレピュテーションによる直接効果を

コントロールするため，潜在的従業員が抱くレピュテーションも同時に投入した。モデル 3 はモデ

ル 1 をベースに顕在的従業員に対する道徳的行動を投入した。モデル 4 は顕在的従業員が抱くレピ

ュテーションと顕在的従業員に対する道徳的行動を一緒に投入したものである。モデル 5 と 6 に

は，モデル 2 とモデル 3 をベースにそれぞれ交互作用項を加味したものである。モデル 7 はすべて

の独立変数と交互作用項を入れたものである。結果，仮説 1 と仮説 2 は支持された。仮説 3 につい

ては表 2 のモデル 5，7 を確認した結果，潜在的従業員が抱くレピュテーションと顕在的従業員が

抱くレピュテーションの交互作用項は有意であったが，負の値であった。よって，仮説 3 は支持さ

れなかった。図 2 に示されたように，単純傾斜分析を行った結果（Su and Tsang, 2015），潜在的従

業員が抱くレピュテーションは，顕在的従業員が抱くレピュテーションと従業員の効率性の正の関

係を弱めている。最後に，仮説 4 については，表 2 のモデル 7 では，潜在的従業員が抱くレピュテ

ーションと顕在的従業員に対する道徳的行動の交互作用項は正に有意な値であった。但し，有意確

率は 9%であった。図 3 で示されたように，単純傾斜分析を行った結果，潜在的従業員が抱くレピ

ュテーションは顕在的従業員に対する道徳的行動と従業員の効率性の正の関係を強める。よって，

仮説 4 はおおむね支持されたとわかる。 

(2) 頑健性分析 

本研究は実証結果の頑健性を確認するため，追加分析を行った。 

第一に，本研究ではモデルの説明力の検定と，モデルの説明力の変化量の検定を行った。表 2 の

全てのモデルにおいてその説明力及び説明力の変化量は有意であった3）。 

第二に，本研究で従業員の効率性を測定する時，1 人当たりの売上高を用いたが，コストと利益

の面を考慮していなかった（Huselid, 1995）。このため，本研究は既存研究で従業員の効率性を測定

するほかの指標，1 人当たりの当期純利益を用いて，頑健性分析を行った（Huselid, 1995）。結果，

仮説 1 はおおむね支持された。仮説 2 は 1 人当たり売上高を用いた実証結果と同じく支持された。

仮説 3 は係数が負の有意な値になったので，支持されなかった。仮説 4 は支持されなかった。 

第三に，本研究は製造業の上場企業に限定して実証したが，業種のバイアスが生じている可能性

がある。本研究で実証した日経製造業の 280社企業からサンプル・サイズが一番大きい電気機器産

業の企業（66社）を特定し，回帰分析を行った。結果では，仮説 1，仮説 2 と仮説 3 が支持された。

仮説 4 が支持されなかった。 

第四に，本研究は 1 人当たりの売上高を従業員の効率性の指標とする際，業界平均値でマイナス

した結果でモデルに投入したので，ほかの業界修正方法を用いて頑健性分析を行った。一つは，1

人当たりの売上高の偏差比である。計算式は（1 人当たりの売上高-該当業種の 1 人当たりの売上高

の平均値）/該当業種の 1 人当たりの売上高の平均値である。仮説 1 と仮説 2 は支持された。仮説 3

は係数が負の有意な値になったので，支持されなかった。仮説 4 は支持されなかった。もう一つは

各業種ずつ 1 人当たりの売上高を標準化した方法である。計算式は（1 人当たりの売上高-該当業種

                                                                 
3)表 2 の下から 2 行目，調整済 R2は説明力を示している。表 2 の最下行，R2変化量（モデル 1 ベース）は説明力の変

化量を示している。 



の 1 人当たりの売上高の平均値）/ 該当業種の 1 人当たりの売上高の標準偏差である。仮説 1 と仮

説 2 は支持された。仮説 3 は係数が負の有意な値になったので，支持されなかった。仮説 4 は支持

されなかった。 

7. ディスカッション  

(1) 考察 

本研究は潜在的従業員の観点を加味し，取引コスト理論に基づいて，企業の社会的責任と従業員

の効率性の関係を分析した。本論文は，企業の社会的責任における道徳的責任が従業員の効率性へ

正の影響を与えると主張した。具体的には，下記の 4 つの具体的な結論が示唆されている。顕在的

従業員が抱く企業のレピュテーションが高いほど，また，企業が顕在的従業員に対して道徳的行動

を行うほど，従業員の効率性は高くなる。 

さらに，潜在的従業員の認知が顕在的従業員の認知に影響を与えると考えられる。よって，顕在

的従業員が抱くレピュテーションや顕在的従業員に対して道徳的行動を行うことと，従業員の効率

性との関係は，潜在的従業員に依存する。顕在的従業員に対して道徳的行動を積極的に行う場合，

潜在的従業員が抱くレピュテーションが高いほど，従業員の効率性は高くなる。 

仮説 3 では，潜在的従業員が抱くレピュテーションは，顕在的従業員が抱くレピュテーションと

従業員の効率性の関係を強めると主張したが，結果は，マイナスの関係であった。顕在的従業員に

対する道徳的行動は顕在的従業員にとって，直接体験した一次情報である。一方，潜在的従業員が

抱くレピュテーションは顕在的従業員にとって，間接的に受けた二次情報である。この場合，顕在

的従業員が一次情報を優先的に処理するので（Dwyer, Schurr and Oh, 1987; Chen, Shechter and Chaiken, 

1996; Gulati, 1995），情報処理には混乱が発生しない。しかし，顕在的従業員が抱くレピュテーショ

ンと潜在的従業員が抱くレピュテーションは顕在的従業員にとって，同じく二次情報である。この

際，顕在的従業員はどっちが正しいかがわからなくなり，情報処理には混乱が発生しやすくなり，

情報からの影響も弱くなる（Anand, Subbalakshmi, and Chandramouli, 2013）。その結果，潜在的従業

員が抱くレピュテーションは顕在的従業員が抱くレピュテーションが従業員の効率性に与える影

響を弱めると考えられる。 

(2) 本研究の理論的・実務的貢献 

企業の社会的責任と業績の関係の研究は，正なのか負なのか，意見の一致には至ってこなかった。

本研究は，既存研究ではあまり議論されていない，企業が社会的責任の活動を実施すると，従業員

の効率性を向上させるというミクロの前提に焦点を当てた。企業は社会的責任を重視するほど，顕

在的従業員に対する道徳的行動やレピュテーションが認知され，顕在的従業員の効率性が高くなる

と示唆された。 

また，本研究では企業の社会的責任の研究において中心となるステイクホルダー理論から考察し，

既存研究において見過ごされてきた潜在的ステイクホルダーの視点を加味した。さらに，本研究で

は，顕在的従業員が抱くレピュテーションと潜在的従業員が抱くレピュテーションを区別して実証



を行うことで，レピュテーションの研究にも貢献を果たした。 

実務的貢献において，本研究は，経営者が従業員の効率性の向上を図る際に，企業の社会的責任

の影響を考慮することの重要性を示唆した。また，どのように企業の社会的責任から従業員の効率

性に影響が及ぶのかに関して，経営者の理解を深めた。 

(3) 本研究の限界と将来への研究の示唆 

本研究にはいくつかの課題が残されている。第一に，あらゆる潜在的ステイクホルダーに対する

一般化の問題である。本研究では従業員に着目したため，消費者などの他のステイクホルダーに関

して一般化できるか，検討する必要がある。 

第二に，本研究は企業の社会的責任の道徳次元を，従業員に対する道徳次元に絞って分析したが，

従業員以外のステイクホルダーに対する道徳次元が従業員の効率性に影響を与えるか否かについ

て，議論していない。よって，他のステイクホルダーに対する道徳次元の影響を分析する必要があ

るだろう。 

第三に，本研究は 1 年間のクロス・セクションのデータのみ基づいて実証している。今後は，企

業の道徳的行動を記載する項目は各年度に一致するデータベースを見つけ，時系列を考慮した分析

が求められる。 

最後に，本研究の視点は潜在的ステイクホルダーと顕在ステイクホルダーが同時に存在するとい

う静的な観点の下で議論をした。しかし，実際の従業員には，入社前の潜在的ステイクホルダーの

状態から入社後の顕在的ステイクホルダーの状態に変化するプロセスが存在する。よって，どのよ

うに従業員は企業に対する認知を見直すのか，という動態的観点も考慮する必要があるだろう。 

(4) 結び 

企業の社会的責任と業績との関係についての研究は様々である。本研究では従業員の効率性に焦

点を当て，潜在的ステイクホルダーの視点を加味した分析を行った。そして，企業の社会的責任は

従業員の効率性へ正の影響を与えることを示した。また，顕在的従業員が抱くレピュテーションや

顕在的従業員に対する道徳的行動と，従業員の効率性との関係や，潜在的従業員が抱くレピュテー

ションによる強める効果と弱める効果を明らかにした。これによって，企業はどのように企業の社

会的責任を実施することで，従業員の効率性を高めることができるのか，より詳細な関係性を明ら

かにした。 

 

 添付１:道徳的行動に関する項目のスコア化 

項目 スコア化 

人権尊重・差別禁止の方針 1．無 2．一部反映 3．有 

障害者雇用率 障害者雇用率の値 

労働安全衛生マネジメントシステムの構築 1．無 2．他 3．一部 4．有 

両立支援制度 1．無 2．有 

従業員の満足度調査 1．行っていない 2．他 3．検討中 4．行っている 
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